





























































Gesetz zur Umsetzung der Verbraucherrechterichtlinie und zur Änderung des Gesetzes zur 
Regelung der Wohnungsvermittlung vom 20.09.2013, BGBl. 2013 I S. 3642.
本指令の考慮事由 2 を参照。




BGB の第 2 編「債務関係法」，すなわちわが国の民法では債権総則に相当する
規律の中に置かれ，契約に基づく債務関係について定める第 3 章の第 1 節「設
定，内容及び終了」第 2 款「消費者契約及び特別の販売方法に関する諸原則」
に第 2 目「営業所外で締結される契約及び隔地販売契約」として置かれている。
第 2 目は，312b 条から312h 条まで 7 箇条の規定で構成され，営業所外契約及
び営業所の定義，隔地販売契約及び遠隔通信手段の定義，情報提供義務，費用
に関する情報提供義務の違反，契約書の写し及び確認書，撤回権並びに継続的
契約関係の解約告知に関して定める。その中で312g 条が 1 項で営業所外契約
並びに隔地販売契約を締結した消費者に355条に基づく撤回権を付与し， 2 項
で撤回権のない契約をリスト形式で定めている（ 1 号から13号）。
　355条とは撤回権の総則規定であり（上記312g 条の他，485条，495条 1 項，510条
2 項が本条に基づく撤回権を付与している），契約締結の意思表示からの解放とい






外契約等の撤回書式（ 1 項），期間開始の特則（ 2 項），撤回権の消滅期間（ 3
項），役務提供の場合の撤回権の消滅（ 4 項），デジタル・コンテンツの場合の
撤回権の消滅（ 5 項）を定める。さらに 3 箇条を挟んだ357条には，金融サー
4 4 4 4
ビスを除く
4 4 4 4 4
営業所外契約及び隔地販売契約の撤回の効果についての特則がある。
同条では，受領した給付の返還期間（ 1 項），消費者の支払った提供費用の返




の適用領域と諸原則に関する第 1 目が新たにおかれた。そこには，第 1 目すな
消費者の権利指令に基づくドイツ民法改正後の営業所外契約と隔地販売契約の撤回要件（右近）
（45）　45






von Geschäftsräumen geschlossene Verträge）」と改められた（以下この契約を営業
所外契約とする）。新312b 条における当該契約の定義も基本的に指令 2 条 8 号と
ほぼ同様の言い回しに全面的に改められ，内容的には訪問取引よりも広い概念
となっている。

















BT-Drs. 17/12637, 34 Sp. 1.
Wendehorst, NJW 2014, 577, 581.

































Wendehorst, NJW 2014, 577, 581. なお，事業者の助けによる場合を含めることが指令の要請で
あるかについては見解が分かれる。Wendehorst, NJW 2014, 577, 581は肯定し，Martin Schmidt-
Ke s s e l ,  S t e l l u ngnahme  zum En twur f  e i n e s  Ge s e t z e s  z u r  Umse t zung  d e r 
Verbraucherrechterichtlinie und zur Änderung des Gesetzes zur Regelung der 
Wohnungsvermittlung, S. 8は 否 定 す る（ 同 Stellungnahme は http://www.schmidt-kessel.uni-







レメディア（Telemedien）をさす（312c 条 2 項）。
3．撤回権の発生






であっても，新312条 2 項おいて列挙された契約には，第 2 目の「営業所外で
締結される契約及び隔地販売契約」に関する規定の適用はなく，したがって，
それらの契約の場合には撤回権はない。
　さらに，新312g 条 2 項には，撤回権のない契約の一覧がある。この例外一
覧には，元々隔地販売取引だけに妥当するものも多いが，指令統合の結果，そ
れらの例外が営業所外契約にも拡大され，営業所外契約で撤回権の利用できる









す。BT-Drs. 17/12637, 50 Sp. 2.
































Schmidt/Brönneke, VuR 2013, 448, 449.
BGH NJW 2005, 53.





　撤回期間は，14日で（355条 2 項 1 文），従来どおりである。この期間は消費
者の権利指令とも合致し，EU 域内では，営業所外契約並びに隔地販売契約の
撤回期間は14日で統一された。














このように解さなければ，例えば，ズボン（提供にかかる期間を 1 ～ 2 日と仮定）
とソファー（提供にかかる期間を 6 週間と仮定）を同時に注文した場合に，ズボ





BT-Drs. 17/12637, 61 Sp. 1.
Stellungnahme des bvh (Bundesverband des Deutschen Versandhandels e. V.) zum Entwurf 
eines Gesetzes zur Umsetzung der Verbraucherrechte-Richtlinie, zur Änderung des 









場合にも，契約締結時から撤回期間が開始する（356条 2 項 2 号）。エネルギー
の供給契約については，「明らかにその商品の性質上返送には不向きである」
（旧312d 条 4 項 1 号第 3 選択肢）という要件に該当して撤回ができないのかどう
かが争われていたが，本条により解決された。
　撤回期間の開始にはもう一つ要件があり，事業者が消費者に対して，
EGBGB 246a 条§1 2 項 1 文 1 号に定められた355条に基づく撤回権に関する
教示，すなわち行使条件，期間及び手続き並びに別表 2 の撤回書式のひな形に
ついて教示することである。この教示がなければ撤回期間は進行しない（356








れなければ撤回期間が 1 ヶ月に延長された（旧355条 2 項 3 文）。②撤回権以外の
点に関する教示が行われず，または不適切であったときは，撤回権が 6 ヶ月に
延長された（旧355条 4 項 1 文）。③撤回権の教示が行われずまたは適切には行わ





指令提案の考慮事由26及び指令提案12条 2 項 2 文。































EuGH, Urt. v. 13.12.2001, Rs. C-481/99, Slg 2001, 9945-9987. 同判決については，拙稿「消費
者保護のあり方に関する一考察」同志社法学55巻 4 号97頁（122頁以下）で扱った。
消費者の権利指令 3 条 3 項 d。
金融サービスの隔地販売取引指令 3 条 1 項 3 号 a と関連して 6 条。










　すでに見たように（上記 3 ），撤回期間は，原則として契約締結時（355条 2 項
2 文）から，消費者動産売買等の例外的場合には356条 2 項に定められた各時
点から開始するとしつつも，営業所外取引及び隔地販売取引の場合には，さら
にそれに加えて撤回権に関する情報提供も開始要件であった（356条 3 項）。そ













4 4 4 4 4
したときには，撤回権は，撤回期間の満了を待たずに消滅
する（356条 4 項）。


























　EGBGB 246a 条§1 2 項 1 文 1 号に関する別表 2 において新たな撤回フォー








BT-Drucksache 17/12637, 60 Sp. 1.































BT-Drucksache 17/12637, 44 Sp. 1.
Wendehorst, NJW 2014, 582.
















した場合（特定商取引法26条 5 項 1 号），店舗業者が過去 1 年以内に当該事業に関
して 1 回以上の取引があった顧客に対する契約の場合（同条 2 号，政令 8 条 2
号）及び無店舗販売業者が過去 1 年以内に当該事業に関して 2 回以上の取引が










い（特定商取引法26条 2 項及び 3 項並びに政令 6 条から 6 条の 3 ）。
　BGB 312b 条 1 項 3 号は，いわゆるキャッチセールスについて，営業所での
契約締結「直前に」営業所外で声をかけられていることを求めている。特商法
56　（56）





















商取引法15条の 2 第 1 項）が，訪問販売の際には書面の受領から期間が開始する





























































































ｇ ）1990年 6 月13日の欧州理事会のパック旅行に関する指令90/314/EWG の妥当範囲
にある契約；




















































⑴　事業者が消費者に第 6 条第 1 項 h に基づきその撤回権について教示しなかったとき
は，撤回期間は，第 9 条第 2 項に基づく本来の撤回期間の満了後，12ヶ月で満了する。






ａ ）付表 1 - B の撤回書式のひな形を用いるか，又は
ｂ ）それに相当する表示を，契約撤回に関するその判断が明確にわかるその他の任意
の書式で表示することができる。
加盟国は，撤回書式のひな形について付表 1 - B に掲げられたものの他に方式規定を定
めないものとする。
⑵　第 9 条第 2 項及び第10条に掲げられた撤回期間は，消費者が撤回権行使に関する通
知を撤回期間の満了前に発信するときは，遵守されているものとする。




















⑴　本款第 1 目及び第 2 目の規定は，第310条第 3 項の意味における消費者契約であっ
て，事業者の有償の給付を目的とするもののみに適用することができる。
⑵　以下の契約には，本款第 1 目及び第 2 目の規定のうち第312a 条第 1 項，第 3 項，第











































































をすでに契約締結前に第312d 条第 1 項に基づく自己の情報提供義務の履行の中で持続的
データ記録媒体で提供したときは，この限りでない。
⑶　有体のデータ記録媒体に保存されていない，デジタル方式で作成され供給される













































の権利が第312d 条第 2 項に基づき守られていることを証明する限り，同様とする。















































⑶　撤回期間は，事業者が消費者に民法施行法第246a 条§ 1 第 2 項第 1 文第 1 号又は第
246b 条§2 第 1 項の規定に従い教示する前には開始しない。撤回権は，前項又は第355














































1 文に基づく請求権は，事業者が消費者に民法施行法第246a 条§1 第 2 項第 1 文第 1 号
及び第 3 号に基づき適切に情報提供した場合にのみ生じる。営業所外で締結される契約


















⑵　消費者に民法第312g 条第 1 項に基づく撤回権がある場合には，事業者は，消費者に
以下の情報を提供する義務を負う

















別表 2　‌（EGBGB第246a 条§1第 2項第 1文第 1号及び§2第 2項第 2号に関する）‌
撤回書式のひな形
（あなたが契約を撤回したいときは，この書式に記入し返送してください。）
-  宛先［ここは事業者によって埋められる事業者の氏名，住所，場合によりファックス
番号及び電子メールアドレス］
-  これをもって，私／私たち（*）は，私／私たち（*）が締結した，以下の物品（*）／
以下の役務提供（*）の売買に関する契約を撤回します。
-  注文日（*）／受領日（*）
消費者の権利指令に基づくドイツ民法改正後の営業所外契約と隔地販売契約の撤回要件（右近）
（71）　71
-  消費者（全員）の氏名
-  （紙による通知の場合のみ）消費者（全員）の署名
-  日付
───
（*）不適切なものに取り消し線を引くこと
＊本稿の校正に際して，寺川永関西大学教授より，関西大学法学論集64巻 5 号掲載予定
でご校正中のご論考「ドイツにおける EU 消費者権利指令の国内法化」を拝読させて
いただく機会を得た。ここに記してお礼申し上げたい。
72　（72）
